
特別勘定 月次運用レポート

[募集代理店]

特別勘定名称

グローバル運用型ＶＡ（米ドル）

[引受保険会社]

この商品は、第一フロンティア生命を引受保険会社とする生命保険であり、預金とは異なります。
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当商品は、一時払保険料を「定額部分」と「変額部分」に分けて運用します。
当レポートは特別勘定で運用する「変額部分」の運用状況を開示したものです。

(登)B24F0523(2025.02.27)
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2026年2月27日現在

■投資方針

基準価額の推移（税引前分配金再投資）

当月末基準価額・純資産総額 ポートフォリオ構成

騰落率（税引前分配金再投資）

【参考情報】米ドル/円の騰落率

当ファンドは、UBS AGとの間で、「ＤＦＬ　ＮＥＯ　ＵＢＳ　ＵＳＤ２ＶＡＪＰＹ　インデックス」（以下「参照指数」といいます。）に連動するオプション取引を
行うことにより、参照指数の動きに連動する投資成果をめざします。

グローバル運用型VA（米ドル）が主な投資対象とするＤＩＡＭグローバル資産配分戦略ファンド２VA（適格機関投資家限定）は円建ての投資信託で
す。ＤＩＡＭグローバル資産配分戦略ファンド２VA（適格機関投資家限定）は、実質的に米ドルで運用するのと同等の経済効果があるように運用を
行っていますが、円建ての投資信託であるため、その基準価額は米ドル対円の為替レートの変動の影響を受けます。

○当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。
○当資料は情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。
○投資信託は、参照指数を対象とするコールオプションに投資をしますので、市場環境、カウンターパーティーにかかる信用状況等の変化により基準価額は変動します（為替変動リスクもあ
ります）。このため、購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。
○当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲
載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。
○当資料に記載されている運用実績は税引前分配金を再投資したものとする基準価額の変化を示したものであり、税金および手数料は計算に含まれておりません。
○当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
○投資信託は
１．預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の
対象にもなりません。
２．購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
３．投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

組入比率

オプション 99.6%

現金等 0.4%

合計 100.0%
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基準価額 参照指数

※1 組入比率は純資産総額に対する割合です。
※2 計理処理の仕組みにより直近の追加設定分が反映されないことなどから、
「現金等」の比率がマイナスになる場合があります。

【投資信託の名称】

ＤＩＡＭグローバル資産配分戦略ファンド２VA（適格機関投資家限定）
【設定・運用】
アセットマネジメントOne株式会社

※本資料は、特別勘定に組み入れている投資信託の運用状況を参考情報として開示するもので、アセットマネジメントOne株式会社が作成した運用レポートを

第一フロンティア生命保険株式会社よりご提供するものです。
※この投資信託の基準価額の変動は、特別勘定の基準価額の変動とは異なります。また、ご契約者が直接投資信託を保有しているものではありません。
※本資料に記載されている運用実績等は過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

組入投資信託の運用レポート
【特別勘定の名称】
グローバル運用型VA（米ドル）<参考情報> 

※1 基準価額は税引前の分配金を再投資したものとして計算

していますので実際の基準価額と異なることがあります。

※2 基準価額および参照指数は設定日（2016年5月2日）の前

営業日を10,000として表示しております。

※3 基準価額は信託報酬控除後です。

※4 参照指数の推移は、UBS AGから提供を受けたデータを基

に作成しています。

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

当ファンド 19.47% 23.05% 57.13% 38.49% 51.06% 100.03%

参照指数 19.60% 22.78% 57.15% 38.79% 53.31% 105.51%

差 -0.13% 0.27% -0.02% -0.31% -2.25% -5.48%

※1 騰落率は税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので実際の投資家利回りと異なることがあります。
※2 参照指数の騰落率は、UBS AGから提供を受けたデータを基に作成しています。

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

米ドル/円 1.40% -0.52% 6.05% 4.10% 14.29% 46.41%

※為替レートはTTM（東京の対顧客電信売買相場の仲値）です。

基 準 価 額 20,003 円

純 資 産 総 額 69 百万円
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当ページは、UBS AGから提供を受けたデータを基に作成しています。 2026年2月27日現在

【参考情報】

■資産配分比率とレバレッジ倍率の推移（設定来）

■資産配分比率の状況

○当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。
○当資料は情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。
○投資信託は、参照指数を対象とするコールオプションに投資をしますので、市場環境、カウンターパーティーにかかる信用状況等の変化により基準価額は変動します（為替変動リスクもあ
ります）。このため、購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。
○当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲
載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。
○当資料に記載されている運用実績は税引前分配金を再投資したものとする基準価額の変化を示したものであり、税金および手数料は計算に含まれておりません。
○当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
○投資信託は
１．預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金
の対象にもなりません。
２．購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
３．投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

【投資信託の名称】

ＤＩＡＭグローバル資産配分戦略ファンド２VA（適格機関投資家限定）
【設定・運用】
アセットマネジメントOne株式会社

※本資料は、特別勘定に組み入れている投資信託の運用状況を参考情報として開示するもので、アセットマネジメントOne株式会社が作成した運用レポートを

第一フロンティア生命保険株式会社よりご提供するものです。
※この投資信託の基準価額の変動は、特別勘定の基準価額の変動とは異なります。また、ご契約者が直接投資信託を保有しているものではありません。
※本資料に記載されている運用実績等は過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

組入投資信託の運用レポート
【特別勘定の名称】
グローバル運用型VA（米ドル）<参考情報> 

※ 配分比率は各資産における配分の状況です。なお、このほかに対象資産の通貨（円、ユーロ、英ポンド、カナダ・ドル、豪ドル）売り米ドル買いの為替取引を
行っています。
※ 1ヵ月騰落率は各対象資産（現地通貨建て）の騰落率で、当ファンドの月末営業日の基準価額に反映される値を基に計算しています。
※ 参照指数寄与度（概算値）は参照指数（円建て）の騰落率に対する各対象資産の寄与度を表したものです。ただし、概算値であり実際の参照指数（円建て）の
騰落率を正確に説明するものではありません。あくまで傾向を知るための目安としてご覧ください。
※配分比率は、各資産への配分全体を100とした割合で算出しています。

前月末 当月末

国内株式 ＴＯＰＩＸ先物 16.5% 16.0% 9.71% 8.32%

Ｓ＆Ｐ５００種指数先物 7.2% 7.4% -1.04% -0.36%

ユーロ・ストックス５０指数先物 0.5% 0.5% 4.56% 0.13%

ＦＴＳＥ１００指数先物 8.2% 8.0% 6.69% 2.87%

Ｓ＆Ｐ トロント６０指数先物 8.7% 8.7% 4.06% 2.05%

ＡＳＸ/ＳＰＩ２００指数先物 0.0% 0.0% 2.82% 0.00%

新興国株式 ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス先物（Ｅ-ｍｉｎｉ先物） 0.0% 0.0% 3.32% 0.00%

国内債券 日本１０年国債先物 4.1% 4.1% 0.77% 0.18%

米国２年国債先物 0.0% 0.0% 0.12% 0.00%

米国５年国債先物 16.0% 16.4% 0.81% 0.73%

米国１０年国債先物 10.1% 10.4% 1.39% 0.80%

米国２０年国債先物 0.0% 0.0% 2.70% 0.00%

ドイツ２年国債先物 0.0% 0.0% 0.04% 0.00%

ドイツ５年国債先物 0.0% 0.0% 0.46% 0.00%

ドイツ１０年国債先物 3.1% 3.1% 1.12% 0.19%

英国１０年国債先物 5.1% 5.1% 2.40% 0.69%

カナダ１０年国債先物 8.6% 8.4% 1.84% 0.85%

豪州３年国債先物 0.0% 0.0% 0.07% 0.00%

豪州１０年国債先物 0.0% 0.0% 1.15% 0.00%

新興国債券 ｉシェアーズ Ｊ.Ｐ.モルガン・米ドル建てエマージング・マーケット債券ＥＴＦ 4.2% 4.2% 1.06% 0.24%

国内REIT ＮＥＸＴ ＦＵＮＤＳ 東証ＲＥＩＴ指数連動型上場投信 4.3% 4.3% 2.79% 0.70%

先進国REIT ｉシェアーズ 米国不動産 ＥＴＦ 3.3% 3.3% 4.60% 0.82%

短期金融資産等 - 0.0% 0.0% - -

米ドル/円 1.39%

先進国株式株式

参照指数

寄与度
（概算値）

資産クラス 対象資産
1ヵ月

騰落率

- -

REIT

配分比率

先進国債券債券
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以下は、UBS AGから提供を受けたコメントを基に作成しています。 2026年2月27日現在

市場概況 

運用概況 

以下は、指数助言会社であるアセットマネジメントOneのコメントです。

【参考情報】当月の市場環境と資産配分状況

○当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。
○当資料は情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。
○投資信託は、参照指数を対象とするコールオプションに投資をしますので、市場環境、カウンターパーティーにかかる信用状況等の変化により基準価額は変動します（為替変動リスクもあり
ます）。このため、購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。
○当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲
載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。
○当資料に記載されている運用実績は税引前分配金を再投資したものとする基準価額の変化を示したものであり、税金および手数料は計算に含まれておりません。
○当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
○投資信託は
１．預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の
対象にもなりません。
２．購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
３．投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

【投資信託の名称】
ＤＩＡＭグローバル資産配分戦略ファンド２VA（適格機関投資家限定）

【設定・運用】
アセットマネジメントOne株式会社

※本資料は、特別勘定に組み入れている投資信託の運用状況を参考情報として開示するもので、アセットマネジメントOne株式会社が作成した運用レポートを

第一フロンティア生命保険株式会社よりご提供するものです。
※この投資信託の基準価額の変動は、特別勘定の基準価額の変動とは異なります。また、ご契約者が直接投資信託を保有しているものではありません。
※本資料に記載されている運用実績等は過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

組入投資信託の運用レポート
【特別勘定の名称】
グローバル運用型VA（米ドル）<参考情報> 

2月の株式市場は、国内では、TOPIXは前月末比+10.44%となりました。米国では、S&P500種は前月末比▲0.87%、欧州では、ユーロ・ストックス50指
数は前月末比+3.20%、エマージング･マーケットでは、MSCIエマージング･マーケット指数は前月末比+5.50%となりました。
債券市場は、国内では、日本10年国債利回りは前月末比0.13%低下（価格は上昇）しました。米国では、米国10年国債利回りは前月末比0.30%低下
（価格は上昇）しました。欧州では、ドイツ10年国債利回りは前月末比0.20%低下（価格は上昇）しました。オーストラリアでは、豪州10年国債利回りは
前月末比0.16%低下（価格は上昇）しました。エマージング・マーケット債券では、iシェアーズJPモルガン・米ドル建てエマージング・マーケット債券ETF
は前月末比+1.19%となりました。
国内REITでは、NEXTFUNDS東証REIT指数連動型上場投信は前月末比+0.72%となりました。先進国REITでは、iシェアーズ米国不動産ETFは前月末
比+5.27%となりました。
為替市場では、豪ドルは対円で前月末比2.44%の円安豪ドル高となりました。米ドルは対円で前月末比1.40%の円安米ドル高となりました。ニュージー
ランド・ドルは対円で前月末比0.08%の円安ニュージーランド・ドル高となりました。

参照指数は前月末比で+19.60%となりました。組入れ資産のパフォーマンスについては、日本株式、欧州株式、英国株式、カナダ株式、国内債券、
米国5年債券、米国10年債券、ドイツ10年債券、英国10年債券、カナダ10年債券、エマージング・マーケット債券、国内REIT、先進国REITがプラスと
なり、米国株式がマイナスとなりました。平均レバレッジは514.75%となりました。

※ 参照指数は、UBS AGが独占的所有権を有しており、また、インデックスの計算および維持を行うためにシンガポール・エクスチェンジ・リミテッド（以下UBS  AG又は

関連会社と併せて「UBS」といいます。）と契約を締結しています。本資料において、参照指数は情報提供のみを目的として提供されるものであり、必ずしも国内外の規

制に従っているものではありません。UBSは、いかなる場合も、いかなる者に対しても、参照指数または関連するデータの正確性（計算上の過誤・遺漏を含む）、完全

性、適時性または利用可能性、参照指数の使用から得られる結果または過去、現在もしくは将来の運用成績、または参照指数に基づく金融商品への投資の妥当性

を、明示的にも黙示的にも保証し、推奨するものではなく、かつ、参照指数の利用または使用に関連して発生することのある、いかなる損害、費用または損失に対して

も責任を負いません。UBSは受託者またはファイナンシャルアドバイザーの立場で行動しておらず、本資料に記載された情報は、受領者ご自身の判断に代わるものあ

るいは軽減するものとして取り扱われるべきものではありません。参照指数は、証券その他の商品の売買の申込あるいはその勧誘として見られるべきものではなく、

特定のトレーディングストラテジーへの参加を勧誘するものでも、取引条件についての正式なコンファメーションでもありません。その他UBSは、参照指数に関して、「特

別勘定のしおり」の「指数に関する免責事項」に記載されたとおり免責されるものとします。（なお、「特別勘定のしおり」においてUBS内の法人名は適宜読み替えて適

用されます。）

記載されている情報は、受領者による使用のみを目的として提供されており、専有情報として扱う必要があります。UBSの書面による事前の許可なしに、本資料の全

部または一部の複製を禁止しています。UBSは第三者の利用に際していかなる責任も負いません。

© UBS 無断転載を禁じます。

・ 市場環境
<リスク性資産>
国内株式市場は上昇しました。上旬は、衆院選で自民優勢との見方や米製造業景況感の改善などから上昇して始まり、自民が圧勝すると一段と
上昇しました。中旬は、高値警戒感に加え、衆院選後の円高や米国株安が重しとなったものの、新政権への期待などから下値堅く推移しました。
下旬は、米ハイテク株が一時上昇に転じたことや、日銀審議委員の後任人事案を受けた利上げ観測の後退などから、上昇しました。米国株式市
場（S＆P500）は下落しました（ドルベース）。上旬は、製造業景況感や消費者信頼感の改善に加え、米企業決算も好感され上昇したものの、ソフ
トウェア関連銘柄への売り圧力などが重しとなり、小幅上昇にとどまりました。中旬は、既存業務がAI（人工知能）ツールによって代替されるとの懸
念が広がったことや、プライベートクレジットを巡る懸念などから下落しました。下旬は、米ハイテク株が一時買い戻されたものの、イラン情勢への
懸念から下落しました。

<安定資産>
国内債券市場（10年国債）は上昇（金利は低下）しました。上旬は、衆院選での自民党大勝を受けた株高から金利は一時上昇した後、下落に転じ
ました。中旬は、財政拡張を巡る懸念が幾分後退し、金利は低下しました。下旬は、高市首相が植田日銀総裁に対して追加利上げに難色を示し
たとの報道を受けて、短期金利が低下する一方、長期金利は上昇しました。その後、月末にかけて金利は上昇幅を縮小しました。米国債券市場
（10年国債）は上昇（金利は低下）しました。上旬は、求人件数の減少など米雇用軟化懸念や、米小売売上高の下振れを受けて、金利は低下しま
した。中旬は、プライベートクレジットを巡る懸念に伴うリスク回避の動きやCPI（消費者物価指数）が概ね市場予想に沿った内容だったことなどを
受けて、金利は低下しました。下旬は、イラン情勢の緊迫化などに伴うリスク回避の動きから、金利は低下しました。

・ 資産配分状況
分散効果による安定的な収益の獲得を目指した資産配分を継続しています。
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